
一般会計 8,229億円�
福祉や教育、除雪など市の基本的な事業の会計�

�

国民健康保険、介護保険など 
一般会計とは区別を要する会計�

特別会計 3,108億円�
水道、地下鉄など料金収入で
運営している事業の会計�

企業会計 2,560億円�
一般会計は�
6年ぶりの�
8,000億円超�

市役所の内部努力によるもの�

22年度の予算はこちら！��

22年度予算の収支不足はどうやって解消したの？�
何もしなければ、225億円の収支不足が見込まれましたが、主に以下の対応策を盛り込むことで解消しました。�

事業仕分けを行います�事業仕分けを行います�
本年度は、市民の皆さんが事業の必要性などを評価する「事業仕分け」を実施。�
市民の皆さんと一緒に考えながら、事業の選択と集中を進めていきます。�

事務費や人件費、施設運営管理費�
などの節減・削減を行います。�

事業の選択と集中�
優先度の低い事業は�
見直しを行います。�

資産売却や基金の活用�
土地の売却や基金の取り崩し�
などを行います。�

予算は、1年間の収入と支出の見込みを表したものです。市の基本的な仕事をまとめた一般会計予算は、�
子ども手当の開始や生活保護費の増加などによって、前年度比+349億円の8,229億円となりました。�

�

効果額�
131億円�

効果額�
15億円�

サービスや手数料などの見直し�
市税の減免や市営住宅の�
使用料などを見直します。�

効果額�
8億円�

効果額�
52億円�

1,542億円�1,542億円�
国庫支出金�

907億円�907億円�
地方交付税�

782億円�782億円�市債�

1,254億円�1,254億円�諸収入など�

国庫支出金�

地方交付税�

2,7372,737億円億円��2,737億円�
保健福祉費保健福祉費��

179179億円億円��179億円�環境費環境費��
966966億円億円��966億円�経済費経済費��

745745億円億円��745億円�土木費土木費��
321321億円億円��321億円�教育費教育費��

1,0101,010億円億円��1,010億円�公債費公債費��

931931億円億円��931億円�諸支出諸支出金金��

988988億円億円��988億円�職職員員費費��

273273億円億円��273億円�総務費総務費��

保健福祉費�

環境費�

経済費�

土木費�

教育費�

公債費�

諸支出金�

職員費�その他 80億円�

総務費�

2,717億円�市税�

市債�

諸収入など�

景気低迷により個人市民税や法
人市民税が減少しー2.3％�

市税�

主な�
対応策�

歳入総額�
8,229億円�

歳出総額�
8,229億円�

地方譲与税・地方特例
交付金・道交付金�
388億円�

分担金・負担金、使用料・
手数料 248億円�

ー63億円�

家庭ごみの減少や篠路清掃工
場の運転休止などによりー9.4％�

環境費�ー19億円�

景気対策のための貸付資金枠
の拡大などにより+4.4％�

経済費�+41億円�

交付税は減少しー12％�

地方�
交付税�

ー124億円�

生活保護や障害自立支援など
の扶助費の増加により+23.0％�

国庫�
支出金�

+288億円�

子ども手当の新設や生活保護な
どの扶助費の増加により+18.7％�

保健福祉費は�
こんなに�
増えたんだよ!

保健�
福祉費�

+431億円�

道支出金 310億円�
繰入金 82億円�

�
市民一人当たりの市税負担額�

142,567円�
市民一人当たりの市税負担額�

142,567円�
市民一人当たりが受ける行政サービス額�

431,790円�
市民一人当たりが受ける行政サービス額�

431,790円�
内訳）個人市民税47,196円、固定資産税56,943円など� 内訳）福祉・医療など154,826円、道路・公園の整備65,511円など�

※ 平成22年1月1日現在の人口（国勢調査ベース）190万5,777人で除して算出�

次のページから�予算の具体的な�使い道だよ�

※� ※�


